
書式第 12号 (法第 28条関係 )

特定非営利活動法人 市民福祉団体全国協議会

1 事業の成果

市民の自発性と相互扶助の精神に基づいた非営利の福祉活動を展開する団体に対し、

事業活動が円滑に運営され、よリー層の効果が挙げられるよう連絡、交流、支援等の

事業を行ってきた。また高齢者や障害者への居住支援や生活支援を行い、福祉の増進と

豊かな長寿社会の形成に寄与してきました。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【9,127】 千円)

平成31年度  事 業 報 告 書

平成31年 4月  1日 から  令和2年 3月  31日 まで

事業名 事 業 内 容 実 施
日 時

実 施

場 所
従事者
の人数

受益対象者
の範囲及び

人   数

事業費の

金額

(千 円)

市民の福祉団

体の法人化や

運営マネシ
°
メント

の支援に係 る

事業

法人化 、マネデ メント、運

営、事務管理、法律等に

係る面談、電話相談

随時 事務局 4～6名 福祉団体全般 1,662

市民の福祉団

体の普及やネッ

トワーキング の事

業

行政、企業、NPO各セク

ターσ)ネットワーキンク
゛

随時 事 務 局及 び

外部

3～ 5名 福祉団体及び

一般市民

1,389

市民の福祉団

体の社会的地

位の向上、活

動基盤整備 な

どの事業

介護保険制度、移動サービ

ス等の福祉政策に関する

政策提言

随時 事務局及び

外部

5～ 10名 福祉団体及び

一般市民

503

福祉関連相談

事業

介護保険制度、たすけあ

い事業の相談

随時 事務 局及 び

外部

4～ 8名 福祉団体全般 142



祉 に係 る人

育成 のため

研修・講習

等の事業

な研修テーマ

*介護保険とPOと の

役割
*POの事業の運営に
ついて

*保険、医療、福祉を

考える

*地域の介護力向上

*居住支援と地域福祉

他

年14回 島

知

県

1目
力ヽ

都
1目
´｀

川県

岡

奈

～ 10名 祉団体全般

20～ 100名

口 計325名

381

市民の福祉 団

体 の事務等 に

関す る受託事

業

*会計事務

*マク
゛
ネットシートの受託事務

毎月

随時

事務局 1～ 3名 福祉団体全般 79

1市 民の福祉団

体の保険・共

済 に関す る斡

旋事業

NPO向 け保険・共済の紹
介、斡旋

4月 、7月 更新

相談は随時

事務局 2～ 4名 福祉団体全般 777

市民の福祉団

体の高齢者住

宅への斡旋 に

関す る宅地・

建物取引事業

高齢者安否確認付き住宅

棟の斡旋、新築物件の開

拓と紹介

随時 事 務 局及 び

外部

1～2名 福祉団体及び

一般市民

1,777

前各号に必要

な調査研究、

情報収集及び

提供、啓発及

び研修事業

*セミナーの開催

*啓発研修会実施

年2回

年3回

外部会議室

外部会場

5～8名 福祉団体及び

一般市民

1,127

前各号に係 る

会 報 及 び 映

像、出版物の

発行

*P、 メー臓力
゛
シ
゛
ンの発信

*フ
゛
ログの提供

*叢書等の頒布

期 事務局 3～ 5名 福祉団体及び

一般市民

1,290



平成31年度 活動計算書(報告書)

平成31年04月 01日 ～令和2年03月 31日 (配賦)

特定非営利活動法人市民福祉団体全国協議会 特定非営利活動に係る事業の会計
(円 )

・1.経常増減の部
・ (1)経常収益

…

受取会費

科 目 金 ・額

正会員受取会費
1法

人特別賛助会員受取会費

3,167,6281

受取会費計

事業収益

3,798,9801い` ‐~…… …~~｀ ,
6,966,608'

.研
修事業収益

報事業収益
―法人

:共
済事業収益

書籍等物品販売 収 益

受取負担金

受取負担金計

受取寄付金

.受取寄付金

受取災害寄付金
一九州豪雨災害
―その他

受取寄付金計

雑収益
.受

取利息

646,0001

130,4761

49, 9341

、一ライフサポート物品販売
ライフサポート事業収益
―事務所使用料~｀

居任支援事業i収益
~ ・

―相談料

事業収益計

受取補助金等
｀
菫最画交省1希助杢

、_二貝変1省 _ ___
受取補助金等計

25,3301

360,0001

1,170,0001

乙Oβち74Q:

2,542,466

2,542,466

η79929991
2,700, 000

11,123,0791

53,695

10,000

11,186,774

４
，
Ｑ
Ｊ

雑ヽ収益

_■Ⅲ養ユメ澤≧外 _
雑収益計

55,692

経常収益合計

(2)経常費用

事業費

■[部門なし]

国交省居住支援事業費 (②居住支援 )

給料手当

賃金

報償費

旅費交通費

印刷製本費

賃借料

委託費

国交省居住支援事業費 (②居住支援)計

■[部門なし]計

■地域居住支援モデル事業

地域居住支援モデル事業費

一費一殻一日一信一通

1,624,7371

784,0021

55,7261

300,0001

164,924,

43,8201

896,322ヽ

257,4001

150,0`2QI

・     25,833,314

4,221,2051

4,221,205.



平成31年度 活動計算書(報告書)

平成31年 04月 01日 ～令和2年03月 31日 (配賦 )

特定非営利活動法人市民福祉団体全国協議会 特定非営利活動に係る事業の会計

科 目 金 額
役務費 23,3631

22,7261‐`~｀ ~`……
■

~

■地域居住支援モデル事業計

(円 )

`支払手数料

地域居住支援モデル事業費計

46,089.

会活動事業費

交際費

旅費交通費

印刷製本費

賃借料

講師謝金

支払手数料

雑費

会活動事業費計

■会活動計

、、とlQQl_

費
一

搬
¨

運
¨

言

ヽ
日
ヽ

177,

80,

55,

17,

7101

719

166

500.

11,1371

324t

_`02 99pli_、

390,716

390, 716.

|■研修事業

研修事業費

賃金

.アヽ
「

晟‐,護

.会場借上費

講師謝金

旅費交通費

通信運搬費

印刷製本費 、_ . _2■ ,IQll_ ._

5,0001
、

、
■

―
■
―

‐
‐

ｌ
ｔ

128,360

70,7701

、16,、 lp10_L.

24,1921

「

‐  ~~

支払手数料

負担金支出

95,685

1,080

115,939

1,080雑費

研修事業費計

■研修事業計

■広報事業

広報事業費

・期末商品棚卸高

印刷製本費

支払手数料

広報事業費計

■広報事業計

・■共済事業

共済事業費

支払手数料

雑費

共済事業費計

■共済事業計

487,807.

487,807

616,9361

97,6731

6541

715,263

715,263

7,088

7,088

ヽ
１０

ヽ
‐８

一
　

．

・

6,98

10

46,089ヽ

|■ 会活動



平成31年度 活動計算書(報告書)

平成31年04月 01日 ～令和2年03月 31日 (配賦 )

特定非営利活動法人市民福祉団体全国協議会 特定非営利活動に係る事業の会計

科 目 金 額

(円 )

|■ 復興支援事業

被災地支援経費

・通信運搬費
.:減価償却費
・被災地支援経費計

■復興支援事業計

_…■廼 |…

1‖Q∞.2"ト
1,087,696.

1,087,696.

|■ ライフサポート事業

ライフサポート事業費

.・旅費交通費

資料費

支払手数料

租税公課

'99=!p41_
1,320ヽ

9,9401

1,740・

977,995,アルバイト賃金

ライフサポート事業費計

ライフサポート事業費 (書籍等)

支払手数料

.ライフサポート事業費 (書籍等)計

■ライフサポート事業計

■管理

管理費配賦額【配賦率・経常収益合計比】

給料手当

法定福利費

法定福利費 (労働保険料)

1福利厚生費

.旅費交通費

.通

信運搬費
:消

耗品費

修繕費

・新聞図書費

研修費

印刷製本費

水道光熱費

家賃・管理費

賃借料

リース料

保険料

諸会費

委託費

、顧問料

税理士報酬

支払手数料

.租税公課

寄付金支出

アルバイト賃金

管理費配賦額 【配賦率 。経常収益合計比】計

2,2891

31,2511

116,1361

Q.塁ユ|_ _
17,580.

1,381,299

4061

406:

11ι_Q20,_
18,189‐

960

438.

22,0741

8,9511

16o,.1111 .

1,210

12,338

3,296

129,91.
60,6201

30,591:・

'「

liδ
:

8,119｀

58,1941

630

60,209、

790,111

1,381,705



平成31年度 活動計算書(報告書)

平成31年 04月 01日 ～令和2年03月 31日 (配賦)

特定非営利活動法人市民福祉団体全国協議会 特定非営利活動に係る事業の会計

科 目 金 額

円
一

■管理計 790,111

事業費計
'管理費

| 9,127,680

諸 費

委託費

.顧問料
・
税理士報酬

支払手数料

租税公課

寄付金支出

アルバイト賃金

管理費計

経常費用合計

当期経常増減額

2.経常外増減の部

(1)経常外収益

過年度損益修正益

債務免除益

経常外収益合計

(2)経常外費用

過年度損益修正損

経常外費用合計

当期経常外増減額

税引前当期正味財産増減額

法人税、住民税及び事業税

当期正味財産増減額

正味財産期首残高

22928,dbbl   
・  ・̂・

24i:65ざ

12:76il

五 4il■

415:198「
~

11_10ユエIII
90,5111

233,5561

17,6631

5,8121

293,2751

118,9221

2,203,323:

112Q【 QI

163,918

43, 787

106 950i

805, 380:

406,419

107, 873

773,

8,

799,

照■98§ :

450,0001

繕費修

給料手当

法定福利費

法定福利費 (労働保険料 )

福利厚生費
:旅費交通費

消耗品費

・新聞図書費

研修費

印刷製本費

水道光熱費

家賃・管理費

賃借料

|リ ース料
・保険料

●

―ヽ
キ

ニ
ー
ー
　
ヽ
■

、
　

　

　

一
　

．
　

ヽ

１
■

Ｏ

Ｙ

，
“
ヽ

７

一

４９

一

Ｏ

Ｙ

19,6

6,2

24,881

08,433

825,088

43,096

781,992

6,990,425.

6,920,425

5,064,797

11,985,222正味財産期末残高

・通信運搬費

30,690

370

43,096ヽ

70,0001



平成31年度 貸借対照表

令和2年3月 31日 現在

特定非営利活動法人市民福祉団体全国協議会 特定非営利活動に係る事業の会計

(円 )

科 目 金  額

資産の部

流動資産

普通預金

ゆうちょ銀行振替口座

商品

未収金

前払金

立替金(地域居住支援モデル事業)

流動資産合計

固定資産      |     .
山林

建物

建物附属設備

構築物

減価償却累計額

電話加入権

敷金

固定資産合計

資産合計

2,316,119

266,590

421,848

5,417,919

17,325

161,491

22,572

17,920,845

5,972,762

946,393

-3,349,115

146,440

936,241

8,601,292

31,197,430

22;596; 138

負債の部

流動負債

未払金

前受金

従業員預り金

預り金

短期借入金

流動負債合計

固定負債

固定負債合計

負債合計

5,877,985

2,075,000

48,990

10,233

11,200,000

19,212,208

19,212,208

正味財産の部

正味財産期首残高

当期正味財産増減額

正味財産合計

5,064,797

11,985,222

6,920,425

負債及び正味財産合計 31,197,430



16号 (法 28

平成31年度  計算書類の注記

特定非営利活動法人 市民福祉団体全国協議会

重要な会計方針
計算書類の作成は、NPO会計基準 (平成25年4月 1日  NPO法人会計基準協会)に よっています。

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法
仕入原価法により算出した取得価格による原価法によっています。

(2)固定資産の減価償却の方法
建物および内部造作は定額法によつています。

(3)引 当金の計上基準

(4)施設の提供等の物的サー ビスを受けた場合の会計処理

(3)消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方式によっています。

事業別損益の状況

・別紙にて

3.1施設の提供等の物的サービスの受入の内訳
(単位 :円 )

内容 金額 算定方法

無 し

使途等が制約 された寄附金等の内訳
使途等が制約 された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通 りです。

当法人の寄付正味財産は11,186,774円 ですが、その うち63,695円 は、下記のように使途が特定されています。

災害支援寄付 として63,695円 となっています。
したがって使途が制約 されていない寄付正味財産は11,123,079円 です。

2

4

当期減少額 期末残高 備 考内容

(無 し)

期首残高 当期増加額

11,186,774 11,186,774合計



科 目 期首取得価額 取得 減少 期末取得価額 減価償却累計額 期末帳簿価額

有形固定資産

山林
建物
内部造作
建物附属設備
構築物

電話加入権
敷金

無形固定資産

投資その他の資産

敷金

22,572

16,097,402
0

4,738,893
654,590

146,440
936,241

0

0

0

0

0

0

22,572

17,920,845

0

5,972,762

946,393

146,440

936,241

22,572

17,920,845

0

5,972,762
946,393

146,440

936,241
0

0

0

0

0

0

0

-1,823,443

0

-1,233,869
-291,803

25,945,253 25,945,253 -3,349,115 22,596,138計
△

5.固 定資産の増減内訳

6.借 入金の増減内訳
円 )

役員及びその近親者 との取引の内容

役員及びその近親者 との取引は以下の通 りです。

円 )

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために

必要な事項

事業費と管理費の核分方法

按分しておりません

その他の事業に係る資産の状況

ございません

円

７
，

Ｘ^
〕

科 目 期首残高 当期借入 当期返済 期末残高
15,200,000 4,000,000 11,200,000
15,200,000 4,000,000 11,200,000合計

計算書類に

計上 された
金額

内役員及び

近親者 との

取引
科 目

19,624,881

31,197,430 1,700,000

(活動計算書)

活動計算書計

(貸借対照表)

貸借対照表計



平成31年度 特定非営利活動に係る事業の会計 財産 目録

令和2年 3月 31日 現在

特定非営利活動法人市民福祉団体全国協議会

(円 )

科   目 摘  _要 金  額

1資産の部

1流動資産

普通預金

ゆうちょ銀行振替 口座

商品

未収金

前払金

立替金(地域居住支援モデ
ル事業)

流動資産合計

固定資産

山林

建物

建物附属設備

構築物

減価償却累計額

電話加入権

敷金

固定資産合計

資産合計

2,316,119

266,590

421,848

5,417,919

17,325

161,491

22,572

17,920,845

5,972,762

946,393

-3,349,115

146,440

936,241

8,601,292

31,197,430

22,596,138

負債の部

流動負債

未払金

前受金

従業員預り金

預り金

短期借入金

流動負債合計

固定負債

固定負債合計

負債合計

5,877,985

2,075,000

48,990

10,233

11,200,000

19,212,208

19,212,208

0

正味財産合計 11,985,222



書式第 18号 (法第 28条関係 )

平成31年度 年間役員名簿

平成31年 4月  1日 から  令和2年 3月 31日 まで

特定非営利活動法人 市民福祉団体全国協議会

役 名 氏    名 住 所 又 は 居 所 就任期間 報酬を受けた

期  間

理事 田中 尚輝
平成31年4月 1日

～令和2年 3月 31日

平成31年4月 1日

～令和2年3月 31日

理事 鷲尾 公子
平成31年4月 1日

～令和2年 3月 31日 無 し

理事 村居 多美子
平成31年4月 1日

～令和2年3月 31日 無 し

理事 牧野 史子
平成31年4月 1日

～令和2年 3月 31日 無 し

理事 筒井 一彦
平成31年4月 1日

～令和2年 3月 31日 無 し

理事 中野 喜文
平成31年4月 1日

～令和2年 3月 31日 無 し

理事 岡田 尚平
平成31年4月 1日

～令和2年3月 31日
無 し

理事
笠原 優

平成31年 4月 1日

～令和2年 3月 31日 無 し

理事 安立 清史
平成31年4月 1日

～令和2年 3月 31日 無 し

理 事 須田 弘子
平成31年4月 1日

～令和2年 3月 31日
無 し

理事 高橋 潤
平成31年 4月 1日

～令和2年 3月 31日 無 し



理事 口 博行
平成31年 4月 1日

～令和2年 3月 31日 無 し

理事 近藤 明美
平成31年4月 1日

～令和2年 3月 31日 無 し

理事
」ヽ笠原 毅

平成31年 4月 1日

～令和2年 3月 31日 無 し

理事 野 哄二 平成31年4月 1日

～令和2年3月 31日 無 し

理事 竹重 俊文

|

|

|

平成31年4月 1日

～令和2年 3月 31日 無 し

理事 松下 典子
平成31年4月 1日

～令和2年3月 31日 無 し

理事
光岡 明子

平成31年4月 1日

～令和2年 3月 31日 無 し

理事 梅北 浩二
平成31年4月 1日

～令和1年6月 30日 無 し

理事
島津 淳

平成31年4月 1日

～令和1年6月 30日 無 し

理事 多湖 光宗

平成31年4月 1日

～令和1年6月 30日
無 し

理事 菅原 由美

平成31年4月 1日

～令和1年6月 30日
無 し

理事 奥田 義人

平成31年4月 1日

～令和1年6月 30日
無 し

理事
田原 京子

平成31年4月 1日

～令和1年6月 30日 無 し

理事

中野 真弓
平成31年4月 1日

～令和1年 6月 30日 無 し

理事

桟敷 洋子
平成31年7月 1日

～令和2年3月 31日
無 し

|



理事

ヒ本 節代
平成31年7月 1日

～令和2年 3月 31日 無 し

理事

上 謙―
平成31年 7月 1日

～令和2年 3月 31日 無 し

理事 島田 慎太郎
平成31年4月 1日

～令和2年 3月 31日

平成31年4月 1日

～令和2年 3月 31日

監事 柴田 守
平成31年4月 1日

～令和2年 3月 31日
無 し

監事 堀米 仁
平成31年4月 1日

～令和2年 3月 31日 無 し



書式第 4号 (法第 10条 。第 28条関係 )

設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人 市民福祉団体全国協議会

氏    名 住 所 又 は 居 所

1 鷲尾 公子

2 村居 多美子

3 牧野 史子

4 筒井 ―彦

5 中野 喜文

6 岡田 尚平

7 笠原 優

8 安立 清史

9 松下 典子

10 高橋 潤

11 須田 弘子

12 島田 慎太郎


